
































4. 日本はなぜ韓国、台湾に追い抜かれたのか？  
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た1。日本の液晶ディスプレイの生産能力シェアは、1997 年の約 80％から 2006 年の約 13%
と、この 10 年間で急激に低下した。2006 年の韓国と台湾の液晶ディスプレイの生産能力
シェアは、各々約 38%、約 45%を持っており、日本との違いが際立っている。また、日本
















 日本の液晶産業の競争力の推移と現状を知るため、現在の液晶の大半を占める TFT 液晶
に関して、日本、韓国、台湾の液晶生産能力の推移について述べる。日本、韓国、台湾の
大型液晶パネルの月間生産能力枚数（15 インチ換算）について、ドイツ証券が行った推移
と予測を、2002 年から 2006 年の四半期毎に図１に示す。また、「日経マーケット・アク
セス」とディスプレイサーチ社のデータから、1997 年から 2006 年の生産能力国別シェア
の推移と予測を作成し図 2 に示す。 
 これから判るように、日本の生産能力がそれほど増加していないのに対し、韓国と台湾
は大きく生産能力を増大している。このため、日本の生産能力シェアは、予測機関によっ





                                                  
1 日経マーケット・アクセス（2003）、ディスプレイサーチ（2005）。 
2 ディスプレイサーチ（2007）。 
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を示唆した。また、Robertson and Ulrich (1990)は、モジュール・アーキテクチャとイン
テグラル・アーキテクチャの概念を発展させ、製品プラットフォームという概念を出した。 
 Sanchez and Mahoney(1996)は、モジュール・アーキテクチャの概念を、製品デザイン
だけでなく、組織デザインに適用した。 
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生産能力シェアが追いつかれ、追い抜かれた 1998 年から 2003 年にしぼり比較研究した。 
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(3) 日韓台の営業利益の比較 
 図 3 に示した投資サイクルから、液晶生産ラインへの投資決断を行うには、投資資金を
自社の利益または外部から調達する必要がある。このため、日本の生産能力シェアが大き
く低下した 1998 年から 2003 年の期間の日本、韓国、台湾の営業利益の推移を図 4 に示
す。日本は、1999 年、2000 年と利益を出したが、2001 年は大きな損失を出し、2003 年
も利益が出せるかどうかの状況になっている。これに対し、韓国は、継続して利益を出し


















（出所）図 1 に同じ。 
 
(4) 日韓台の液晶への設備投資額の推移 
 次に、液晶生産能力を決める設備投資額について述べる。1998 年から 2003 年の期間の
日本、韓国、台湾の液晶への設備投資額の推移を図 5 に示す。また、1999 年から 2003 年
の液晶製造装置への投資額ランキングを表 1 に、2003 年時点での第 5 世代以降の液晶生
産ラインへの投資計画を表 2 に示す。 
 日本は、1999 年の好況時に、前述のように、大きな利益を上げたため、2000 年に平均


































図 4 日本、韓国、台湾の営業利益の推移 
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したままで、大型投資の決断はなされていない。しかし、2003 年時点で日本ではシャープ
のみが、表 1、表 2 に示すように、第 6 世代の液晶生産ラインに投資をした。これに対し
て韓国は、液晶産業が最も苦しんだ 2001 年に投資を決断し、2002 年、2003 年と大きな


































1 AU Optronics AU Optronics Chi Mei Samsung Sharp
2 Samsung Sharp LG.Philips AFPD LG.Philips
3 HanStar Samsung HanStar AU Optronics Chi Mei
4 LG.Philips LG.Philips Sanyo LG.Philips Toppoly
5 Chi Mei CPT Sharp Quanta CPT
6 Hyundai Toshiba ST LCD Sharp AFPD
7 Hitachi Chi Mei CPT Toppoly Quanta
8 Toshiba Hydis Hitachi Sanyo Hitachi
9 DTI IDTech Toshiba Hitachi SVA-NEC
10 Jilin Quanta Quanta Chi Mei HanStar
Japan Korea Taiwan
20031999 2000 2001 2002
































図 5 日本、韓国、台湾の設備投資額 
（出所）図 1 に同じ。 
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 今まで述べてきたものをまとめて、日本、韓国、台湾の 1998 年から 2002 年度の 5 年間
の業績と設備投資額の累計を表 3 に示す。各国とも 7000 億～8000 億円の設備投資をした
にもかかわらず、韓国は 4000 億円以上の利益を得たのに対し、日本は損失を出している。
また、1998 年から 2003 年までの 6 年間を見ると、2003 年に特に台湾が大きな投資をし
たため、投資額の比率は、日本：韓国：台湾＝１：1.2：1.7 となった。また、この 6 年間
では、韓国は 6000 億円の利益を出し、台湾も利益を出したのに対し、日本は損失である。 
 この大きな収益の差の原因は、表 3 の結果からも、投資額の大きさだけではない。この
ため、投資のタイミングについて検討した。 
 
主 要 企 業 の 98～ 2002年 度 の 業 績 と 投 資 金 額 累 計
（億 円 ）
売 上 高 営 業 利 益 設 備 投 資
日 　　本 (6社 ） 41 ,679 -191 7 ,028
韓 　　国 (2社 ） 21 ,012 4 ,393 7 ,517
台 　　湾 （5社 ） 12 ,682 -73 8 ,981
出 所 ：ドイツ 証 券
注 ：日 本 企 業 に つ い て 営 業 利 益 は 一 部 補 足 され て い な い 。（未 発 表
　　ま た 、一 部 企 業 の 営 業 利 益 は デ ィス プ レ イ 事 業 全 体 の 数 値 。
 




（出所）図 1 に同じ。 
表 2 2003 年時点での日本、韓国、台湾の液晶設備計画 
（出所）表 1 に同じ。 
 
Year Month
Japan Sharp 6 1470x1770 2004 3
6 1470x1770 2006 4
Korea LG.Philips 5 1000x1200 2002 3
5 1100x1250 2003 7
6 1370x1670 2005 1
Samsung 5 1100x1250 2002 10
6 1370x1670 2004 9
Taiwan AU Optronics 5 1100x1250 2003 5
6 1370x1670 2005 1
Quanta 5 1100x1300 2003 5
Chi Mei 5 1100x1300 2003 11
6 1370x1670 2005 10
CPT 5 1100x1250 2004 1
6 1370x1670 2006 7
HannStar 5 1100x1300 2004 2
Taiwan-Japan SVA-NEC 5 1100x1250 2004 4
Nation Operation TimeGlass Size (mm)GenarationMaker
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 次に、日本の生産能力シェアが大きく低下した 1998 年から 2003 年の期間の各国の投資
のタイミングについて、具体的に見てみる。 
 日本は、1999 年の好況時に、前述のように、大きな利益を上げたため、2000 年に平均




























6 Nakata (2005)、中田（2005）。 
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 『技術流出防止指針』に記された 1 つのパターンとして、製造に必要な機械や設備に化
体された技術流出が上げられている。液晶は｢標準装置｣がなく｢カスタマイズ装置｣である
と述べてきたが、この｢カスタマイズ装置｣からも技術流出が起こりえる。 





ズが約 2 倍になると、再度構築する必要があるのが通常の場合である。 
 液晶製造装置の世代別生産能力の推移を図 6 に示す。急激に日本が生産能力シェアを低
下させた期間についてみると、第 5 世代の液晶生産装置が 2002 年から急激に増加し 2004
年では、世界の生産能力の約 55%を占めるまでにいたっている。つまり、第 5 世代の液晶
生産装置は、「カスタマイズ装置」ではあるが、韓国と台湾の積極的な投資と時期が一致し
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た他の世代に比べ大量に生産され、多くの｢暗黙知｣が埋め込まれた完成度の高い装置であ
った。このため、第 5 世代液晶生産装置を用いて生産ラインを設計・建設し生産すること












 また、第 5 世代以上の液晶生産装置について、アジア各国での基板面積ベースでの占有
率を図 7 に示す。2004 年と 2005 年の第 1 四半期における第 5 世代以上占有率は、韓国で
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（出所）図 6 に同じ。 
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